
大阪商業大学・公共学部・准教授

科学研究費助成事業　　研究成果報告書

様　式　Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９ （共通）

機関番号：

研究種目：

課題番号：

研究課題名（和文）

研究代表者

研究課題名（英文）

交付決定額（研究期間全体）：（直接経費）

３４４１０

基盤研究(C)（一般）

2021～2018

マクロデータとミクロデータの融合による少子化要因の地域差の研究

Regional differences in declining birth rate factors: Data-linkage between micro
 data from social surveys and macro data from official statistics

３０５３４９５３研究者番号：

佐々木　尚之（Sasaki, Takayuki）

研究期間：

１８Ｋ０２０５４

年 月 日現在  ４   ６ １７

円     3,100,000

研究成果の概要（和文）：本研究プロジェクト遂行にあたり、新型コロナウイルスの感染拡大が大きく影響した
ため、研究期間を1年間延長することになった。しかしながら、既存資源を有効活用し、当初の研究計画とは異
なるアプローチを用いることにより、未婚化の要因および夫婦の出生力低下の要因の検証を実施することができ
た。いずれの要因にも若年層の雇用および経済状況が強く作用しており、とくに家族領域におけるジェンダーの
構造化が強く関連していることが示唆された。

研究成果の概要（英文）：Owing to the spread of the novel coronavirus diseases, the research period 
needed to be extended by one year. Nonetheless, an effective utilization of existing resources and a
 flexible adoption of an approach different from the original plan made it to possible to continue 
this research project. As originally planned, factors behind declining marriage rate and birth rate 
had been investigated. The results showed that youth employment and economic conditions have a 
strong impact on both factors, suggesting that gender structuring, especially in the family domain, 
is associated with low fertility in Japan.
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研究成果の学術的意義や社会的意義
これまで、少子化対策として様々な施策が講じられてきたものの、いずれも決定的な効果を得られていない。本
研究では、これまで推進されてきた政策が結婚や出生にどのような影響を与えていたのかを実証分析した。その
結果、保育所の拡充や三世代同居の推進は子どもの数に有意な効果をもたらさなかったことが明らかになった。
一方で、若年層の不安定な雇用は、非常に強く未婚化につながっていた。結婚や出生に対する働き方や収入の影
響は、とくに男性において顕著であり、公的領域、私的領域におけるジェンダー格差との関連性を示唆する。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
 
１．研究開始当初の背景 
 わが国の少子高齢化は世界に類を見ないペースで進行している。このまま少子高齢化がつづ
くと、労働者の不足、経済活動の縮小、税収の減少などが顕著化し、現行の社会保障制度や公共
サービスが持続困難になるなど社会全体に深刻な影響を及ぼすことが予想される。1994 年の「エ
ンゼルプラン」を皮切りに、政府は次々と少子化対策を打ち出してきたものの、決定的な効果を
上げるには至っていない。 
 既存の研究から、少子化の要因は未婚化と夫婦の出生力の低下に大別することができる。日本
社会では、婚外出生率が約 2％と極端に低いため、未婚者の増加は、直接、出生数の減少につな
がっている。また、既婚者においても、完結出生児数のみならず理想の子ども数も減少がつづい
ており、少子化を克服するには、未婚者と既婚者双方に向けた対策を講じる必要がある。 
 未婚者が結婚しない理由および既婚者が子どもを生まない理由は、本人の家族形成意識や経
済状況、就労形態などの個人レベルの要因に加えて、人口移動、労働環境、公共サービスなどの
地域レベルの要因が考えられる。これらの要因の少子化に対する影響力は全国的に一定ではな
く地域差があるものの、そのメカニズムは、これまで十分に解明されていない。一般的に、出生
率は都市部で低く、地方で高いが、同規模の都市であっても少子化要因は一様ではなく、地域固
有の要因を早急に明らかにすることが肝要である。 
 なぜこれまでの対策が機能しなかったのかを実証的に検証し、大胆に発想を転換させない限
り、少子高齢化に歯止めをかけることは非常に厳しい状況にある。 
 
２．研究の目的 
今日まで 20 年以上にわたり少子化対策が講じられているものの、決定的な効果を上げてはお
らず、過去 40 年間で出生数は半数以下となっている。既存の政策の効果を実証的に検証し、実
効性のある対策に早急に取り組む必要がある。本研究では、過去 20 年程度のデータを結合し、
未婚者が結婚しない要因の地域差および既婚者が子どもを生まない要因の地域差を検討する。
具体的には、未婚者および既婚者が居住する地域の環境要因が個人の家族形成意識・行動にどの
ように影響を与えているのか分析する。 
 
３．研究の方法 
 本研究プロジェクトの２年目に新型コロナウイルスの感染拡大が顕著になったため、計画通
りに研究を遂行することが著しく困難になった。しかしながら、いくつかの代替処置を講じるこ
とにより、別のアプローチで研究目的を達成できるよう研究を進めた。具体的には、大阪商業大
学 JGSS 研究センターが遡及法で実施したライフコース調査および東京大学社会科学研究所が
逐次法で実施したライフコースパネル調査を利用することにより、未婚者が結婚しない要因お
よび既婚者が子どもを生まない要因の因果推定を行った。 
 本研究では主に傾向スコア分析を用いる。たとえば、三世代同居の効果を推定する際に、同居
群と別居群を単純に比較すると、その効果にバイアスが含まれている可能性が高い。伝統的な価
値観を持つ人ほど親と同居しやすく、より多くの子どもを出産する傾向がある場合に、バイアス
を考慮せずに分析すると出産に対する三世代同居の効果を過大評価してしまう。実験のように、
同居するか否かをランダムに割り当てて追跡調査することが可能であれば、バイアスを除去で
きるものの、そのような研究設計は倫理的にもコスト的にも適当ではない。傾向スコア分析を利



用することにより、このようなセレクションバイアスの影響を軽減することが可能となる。はじ
めに、共変量を独立変数とするロジスティック回帰分析により各個人が三世代同居する確率を
導き出し、その値（傾向スコア）を利用することにより同居群（処置群）と別居群（統制群）が
ランダムに割り当てられた状況を人為的に作り出す。 
 
４．研究成果 
傾向スコアを用いずに、三世代同居群と別居群を単純に比較すると、同居群の方が有意に子ど
もの数が多かった。しかしながら、この結果はセレクションバイアスの影響を受けている。都市
部に居住する、革新的な価値観をもつ夫婦は三世代同居しない傾向にあり、子どもの数も少ない
ことからこのような結果になったと考えられる。傾向スコア分析の結果、第１子出生時点での夫
方の親との同居は、その後の夫婦の子どもの数にほとんど影響を与えていないことが明らかに
なった（図１）。マッチング法ならびにウェイト法いずれにおいても、三世代同居が第２子以降
の出生を促進する有意な効果は認められなかった。 

 
*p<.05, **p<.01, ***p<.001 

図１．子どもの数に対する三世代同居の効果の推定 
 
 同様に、保育所の利用も子どもの数に有意な効果は認められなかった（図２）。 

 
*p<.05, **p<.01, ***p<.001 

図２．子どもの数に対する保育所の効果の推定 
 
 



 一方で、三世代同居（図３）および保育所の利用（図４）は、母親の正規雇用を継続させる効
果があることを示唆している。このように、少子化対策として講じられてきた三世代同居や保育
所の拡充は、母親の常時雇用を促進する可能性を残しつつも、子どもの数を増加させる効果が低
いことが明らかになった。 

 
*p<.05, **p<.01, ***p<.001 

図３．母親の正規雇用継続に対する三世代同居の効果の推定 
 

 
*p<.05, **p<.01, ***p<.001 

図４．母親の正規雇用継続に対する三世代同居の効果の推定 
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